様式８
記載漏れ等チェックリスト

本資料は、第１回から第３回申請（以下、「前回申請」という。）の際に誤りが多かった点等をリストアップしたものです。
以下のチェックボックス全てを確認し、チェック☒を付けた上で、事業計画書とあわせて御提出をお願いします。

都道府県名：〇〇県

＜全体事項＞
☐提出が漏れている様式は無いか。 
・公募要領９（１）に掲げる提出書類が全て揃っているか。 
・編集可能媒体とPDFがそれぞれもれなく揃っているか。
 
☐記載漏れは無いか。 
・様式1-2（８）の学力向上学習支援の取組について、拠点①～④のいずれかに記載があるか。
・空欄は無いか。

☐記載が見切れている欄は無いか。 
 
☐指定の記載量制限を超過していないか。 
・様式の各記載欄に書いてある文量（ワードボックスのページ数）を超えていないか。 
 
☐施設関係の記載に漏れはないか。 
・様式2の備考欄に、整備面積とm²(へーホーメートル)当たり建築単価の記載があるか。 
・様式2の備考欄に、建築単価水準の設定根拠の記載※があるか。 
　 　※例： 県内の類似の工事実績により算出、参考見積書により算出　など 
・様式3.3「教育改革の内容を踏まえた施設・設備整備の必要性」に工事種別（新築/増築/改築/改修/統合）の記載があるか。 
 
☐必須項目は満たしているか。 
	（必須要件） ※改革促進事業審査要項（令和８年２月13日初等中等教育局長）Ⅱ１．必須項目 抜粋
ア 「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン～2040 年に向けた「N-E.X.T.(ネクスト)ハイスクール構想」～」（令和8年2月13日付け文部科学省）に沿った高校教育改革を実施するための体制を構築していること。 
イ 都道府県として、全ての類型について提案がなされていること。 
ウ 都道府県として、改革先導拠点のいずれかで、「地域と連携・協働した学力向上・学習支援」を実施する計画としていること。 
エ （指定都市立・市町村立の高校を改革先導拠点に指定する場合）改革先導拠点の設置者たる指定都市・市町村が、都道府県全域の高校教育改革に貢献し、都道府県と一体となって、将来的な都道府県内の高校教育の在り方について検討を行うこととされていること。 





＜様式6-1＞
☐名称欄について、改革先導拠点が学校である場合、学校設置条例等に基づく正式名称となっているか。

☐拠点番号欄について、様式1-1 2(2)①と一致しているか。

☐取組を行う学科について、様式1-2①と一致しているか。
　※前回申請において協力校の学科を含めて〇等を記載している都道府県がありました。様式6-1では、様式1-2①と同様に、改革先導拠点における取組を行う学科のみを記載してください。


＜様式6-2＞
☐協力校の名称欄について、協力校が県立高校である場合は、「県立」の記載は省略しているか。市立・町立等、県立以外の場合は、省略せず記載しているか。

☐取組を行う課程や学科欄について、様式1-1の２（3）の「改革目標を実現するための協力校」の記載との整合が取れているか。


＜様式1-1＞
☐１．基礎情報に記載する事業計画額は、様式２の所要額整理表の額を一致しているか。
　※既採択拠点に係る内定額は含めず、今回提案する改革先導拠点のみに係る額を記載する。

☐２（２）①改革先導拠点の構成について、
・拠点番号、学校等名、学科名、申請する類型については、様式6-1の文言と一致しているか。
・既採択拠点の学校等名の末尾には、【既採択】と記載してあるか。
・拠点番号は、第１回から第３回申請のものと同様※になっているか。
 　　　※申請する拠点を変更する場合には変更前の拠点の番号になっているか。

☐２（２）②当該拠点を選択した理由について
　・既採択拠点に関しては、採択済の事業計画書の記載をそのまま転記しているか。

☐（３）改革目標を実現するための協力校について
　・拠点名及び学科名については、様式6-2の文言と一致しているか。

☐（６）取組・成果の他校への普及について、普及対象の学校種・学校数の記載や、どの類型に係る普及方略かに関する記載はあるか。


＜様式1-2＞
☐既採択拠点分が含まれていないか（提出するのは今回提案する分のみ）

☐２ページ目、「対象校：」の後に、学校等の名称が記載されているか。（例：対象校：〇〇高等学校）
　※第１回から第３回申請の際に空欄で提出のあった都道府県がありました。

☐３ページ目、ターゲット欄が空欄になっていないか。

☐（２）改革先導拠点ごとの改革目標について、区分欄に「定性的目標」・「定量的目標」・「普及目標」が全て記載されているか。あわせて類型の記載があるか。

☐（７）取組・成果の他校への普及について、普及対象の学校種及び学校数についても記載されているか。
　例：普及対象：県内の高等学校　〇校


＜様式2＞
☐総表について、既採択拠点に係る内定額は含めず、今回提案する改革先導拠点のみに係る額が記載されているか。

☐総表について、拠点①から拠点④の下に学校等名の記載があるか。
　※第１回から第３回申請の際に空欄で提出のあった都道府県がありました。

☐積算内訳について、
・非表示になっている積算事項はないか。
・改革先導拠点に係る類型以外の類型の列（空欄の列）について非表示となっているか。
・積算等の情報がない行（空欄しかない行）について非表示となっているか。
  ・例えば、単価が10,000千円以上の設備・備品費を計上している場合、備考欄に算出根拠が記載されているか。（例：参考見積書により算出、類似製品の調達実績を基に算出、等）かつ、一式として計上している場合、当該設備・備品に係る主なものを記載しているか。（例）（内訳：本体価格〇〇〇千円、付帯工事費：〇〇〇千円　等。）
 ・設備・備品費については、大括りな名称（例：「理科実験室備品」）ではなく、主要な
　設備・備品についての名称が記載されているか。

